
  

 ④産学官・地域連携に関する研究成果の発信と事業化の推進 

◆2022「産学官・地域連携 HUB 構想」シンポジウム 
開催日 会場 内容 

令和 4年 12 月 9日 登壇者：横井講堂 

参加者：オンライン 

本年度は“グリーンイノベーションで築くウェルビーイングな社会を目指

して”をテーマとして実施した。 

グリーンイノベーションを基軸としてウェルビーイングな社会構築に向

け、有効な活動を行うための視点や評価、そこに東京農大の教育研究、また

HUB 構想がどのような役割を担うことができるのかについて考え、教育の理

念である実学主義を土台とした知識と、連携先組織とのネットワークによ

り、人類が直面する食料、環境、エネルギー、健康に係る問題を紐解く切り

口を見出すことを目指した。 

【第一部】 関係者挨拶・トークセッション 

【第二部】 産学官・地域連携成果報告/学内プロジェクト等成果報告 

【第三部】 まとめ 

 

◆総合研究所ホームページによる情報発信   

https://www.nodai.ac.jp/nri/   

 

３）オホーツク臨海研究センター 

実績，総括等 

オホーツク水圏における実践的教育・研究を通して、地域の水産振興への貢献を目指し運営されている。

2022年度の利用者は、外部からの見学者178名（高校教員および生徒、漁協職員、企業等）、研究打合せ等

で 4 名の利用者があった。オープンキャンパス等イベントは 5 回実施し、来場者は 224 名（高校生、保護

者）であった。学内では，実習による教育的利用は 4 回、396 名であった。研究室配属の学生による実験、

飼育等による利用者は延べ 3,833 名であった。調査艇かいよう２は牽引するトラックの納入遅れのため、

2022 年度は利用することはできなかった。昨年度は、社会状況の影響もあり、センター利用が制限される

中、実験・実習を中心に、延べ利用者数は 5,578 名であった。 

 

（３）その他 

文部科学省令和４年度私立大学等改革総合支援事業「社会実装の推進」の選定 

 企業との共同研究・受託研究、知的財産・技術の実用化と、産業界と連携した社会実装の推進に取り組

む大学として、タイプ４「社会実装の推進」に選定され、本学の研究力と産学官連携推進力の高さが評価

されました。評価項目は、産業界等の事業ニーズとマッチング、産業界等との共同研究の受入額、産業界

等からの受託研究の受入額、産業界等との共同研究、受託研究の実施件数、産業界からの寄付受入額、知

的財産権等による収入、知的財産・技術の実用化・事業化を目指した取組の実施、産学連携リスクマネジ

メント研修会の実施、研究支援体制の整備、産学連携の取組を評価する仕組みの導入など 18 項目であ

り、各項目で高得点を取りました。今後、総合研究所のもと農生命科学研究センターと産学官・地域連携

センターを中心に、より研究力・研究支援と産学官地域連携力・連携支援を高め、企業等との研究、特許

等知的財産の活用、産学連携による社会・地域への貢献を推進していきます。なお、本事業に選定された

大学に対しては、私立大学等経常費補助金が増額交付されます。 

 

 

８．産学官・地域連携 

 

（１）東京農業大学 

 １）東京農業大学と自治体等の包括連携協定先 
No. 連携先 協定締結日  No. 連携先 協定締結日 
1 静岡県富士宮市 平成 16 年 12 月 16 日  35 高知県津野町 平成 28 年 7月 26 日 
2 世田谷区教育委員会 平成 17 年 2月 22 日  36 鹿児島県喜界町 平成 28 年 7月 28 日 
3 長野県白馬村 平成 17 年 3月 29 日  37 北海道北見市*2 平成 28 年 8月 3日 
4 新潟県上越市 平成 17 年 4月 18 日  38 石川県輪島市 平成 28 年 10 月 7 日 
5 新潟県妙高市 平成 17 年 6月 8日  39 高知県 平成 28 年 10 月 20 日 
6 沖縄県宮古島市 平成 17 年 9月 15 日  40 北海道登別市*2 平成 28 年 12 月 21 日 
7 山梨県小菅村 平成 18 年 10 月 20 日  41 鹿児島県南大隅町 平成 29 年 1月 18 日 
8 北海道網走市 平成 19 年 4月 1日  43 北海道 平成 29 年 3月 30 日 
9 愛媛県西条市 平成 20 年 3月 14 日  44 兵庫県 平成 29 年 4月 24 日 
10 北海道標津町*2 平成 20 年 7月 3日  45 埼玉県ちちぶ定住自立圏 平成 29 年 11 月 17 日 
11 長野県長和町 平成 20 年 11 月 25 日  46 大分県杵築市 平成 29 年 11 月 20 日 
12 長野県木曽町 平成 20 年 11 月 28 日  47 長野県木祖村 平成 29 年 11 月 27 日 
13 北海道中標津町(教育委員会)*2 平成 20 年 12 月 3日  48 島根県邑南町 平成 30 年 1月 10 日 
14 新潟県佐渡市 平成 21 年 5月 28 日  49 新潟県魚沼市 平成 30 年 2月 14 日 
15 北海道別海町（教育委員会）*2 平成 21 年 12 月 12 日  50 長野県 平成 30 年 2月 15 日 
16 福島県鮫川村 平成 22 年 6月 30 日  51 佐賀県みやき町 平成 30 年 2月 22 日 
17 宮城県角田市 平成 22 年 7月 9日  52 大分県竹田市 平成 30 年 8月 30 日 
18 岩手県久慈市 平成 22 年 7月 10 日  53 山梨県南アルプス市 平成 30 年 9月 15 日 
19 北海道福島町*2 平成 22 年 7月 30 日  54 横浜市環境創造局 平成 30 年 10 月 22 日 
20 磐田市香りの博物館*2 平成 23 年 11 月 26 日  55 霧島ガストロノミー推進協議会 平成 30 年 10 月 23 日 
21 群馬県川場村 平成 24 年 1月 20 日  56 福島県相馬市 平成 30 年 12 月 20 日 
22 国土交通省北海道開発局網走開発建設部*2 平成 25 年 3月 26 日  57 福島県浪江町 平成 31 年 1月 31 日 
23 鹿児島県屋久島町 平成 25 年 5月 13 日  58 茨城県阿見町 平成 31 年 3月 18 日 
24 茨城県 平成 26 年 7月 17 日  59 熊本県山都町 平成 31 年 3月 27 日 
25 長野県木島平村 平成 26 年 7月 28 日  60 兵庫県南あわじ市 令和元年 5月 13 日 
26 茨城県行方市*2 平成 26 年 12 月 18 日  61 和歌山県太地町 令和元年 5月 15 日 
27 福島県矢吹町*1 平成 26 年 12 月 19 日  62 沖縄県石垣市 令和 2年 3月 24 日 
28 群馬県富岡市 平成 26 年 12 月 22 日  63 秋田県大潟村 令和 2年 3月 31 日 
29 北海道紋別市*2 平成 27 年 3月 21 日  64 茨城県常総市  令和 2 年 12 月 23 日 
30 福島県会津若松市 平成 27 年 5月 29 日  65 秋田県上小阿仁村 令和 3 年 3 月 23 日 
31 福島県北塩原村 平成 28 年 3月 22 日  66 香里ヌヴェール学院高等学校 令和 3 年 12 月 1 日 
32 北海道斜網地区４町(斜里町，小清水町，清里町，大空町)

 *2 平成 28 年 5月 12 日  67 大阪高等学校 令和 3 年 12 月 1 日 
33 長崎県対馬市 平成 28 年 6月 6日  68 東京都世田谷区 令和 4 年 3 月 14 日 

34 長野県青木村 平成 28 年 7月 19 日 
*1 農学部 
*2 生物産業学部 

 ２）組合等の包括連携協定先 
No. 連携先 協定締結日 
1 世田谷目黒農業協同組合（JA 世田谷目黒） 平成 28 年 5月 11 日 
2 上伊那農業協同組合（JA 上伊那） 平成 28 年 12 月 27 日 
3 上伊那森林組合（JF 上伊那） 平成 28 年 12 月 27 日 
4 花巻農業協同組合（JA いわて花巻） 平成 29 年 1月 30 日 
5 信州うえだ農業協同組合（JA 信州うえだ） 平成 29 年 4月 19 日 
6 菊池地域農業協同組合（JA 菊池） 平成 30 年 4月 18 日 
7 オホーツク網走農業協同組合*（JA オホーツク網走） 平成 29 年 6月 14 日 
8 網走漁業協同組合* 平成 30 年 6月 18 日 
9 西網走漁業協同組合* 平成 30 年 6月 18 日 
10 ふくしま未来農業協同組合（JA ふくしま未来） 平成 30 年 7月 9日 
11 全国農業協同組合連合会（JA 全農） 平成 30 年 7月 10 日 
12 厚木市農業協同組合（JA あつぎ） 平成 30 年 11 月 7 日 
13 東京都農業協同組合中央会（JA 東京中央会） 平成 30 年 12 月 27 日 
14 あわじ島農業協同組合（JA あわじ島） 令和元年 5月 13 日 
15 太地町漁業協同組合 令和元年 5月 15 日 
16 太地水産共同組合 令和元年 5月 15 日 
17 ふらの農業協同組合（JA ふらの） 令和 2年 3月 31 日 
18 全国森林組合連合会 令和 2年 3月 31 日 
19 全国農業協同組合中央会（JA 全中） 令和 3年 10 月 4日 
20 中野市農業協同組合（ＪＡ中野市） 令和 4年 3月 11 日 
21 しれとこ斜里農業協同組合（ＪＡしれとこ斜里）* 令和 4年 10 月 20 日 

* 生物産業学部 

８．産学官・地域連携	
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 ３）産学官・地域包括連携協定先 
No. 連携先 協定締結日 

1 
独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構 
北海道農業研究センター* 

平成 16 年 4月 1日 

2 財団法人北海道科学技術総合振興センター* 平成 21 年 3月 30 日 
3 日本野菜ソムリエ協会札幌支部* 平成 24 年 1月 25 日 

4 
群馬県川場村 

平成 24 年 2月 24 日 
清水建設株式会社 

5 網走商工会議所* 平成 25 年 1月 29 日 

6 
沖縄県宮古島市 

平成 25 年 2月 15 日 東京急行電鉄株式会社 
宮古観光開発株式会社 

7 
福島県会津若松市 

平成 27 年 5月 29 日 
イオンリテール株式会社 

8 一般財団法人 前田一歩園財団* 平成 28 年 6月 2日 
9 公益財団法人 オホーツク地域振興機構* 平成 28 年 10 月 14 日 

10 
長野県伊那市 

平成 28 年 12 月 27 日 上伊那農業協同組合（JA 上伊那） 
上伊那森林組合（JF 上伊那） 

11 地方独立行政法人 北海道立総合研究機構* 平成 29 年 3月 6日 
12 一般社団法人 網走青年会議所* 平成 29 年 6月 4日 
13 一般社団法人 日本化粧品検定協会* 平成 29 年 10 月 9 日 

14 
東京都農業協同組合中央会（JA 東京中央会） 

平成 30 年 12 月 27 日 
日本ユニシス株式会社 

15 
兵庫県南あわじ市 

令和元年 5月 13 日 
あわじ島農業協同組合（JA あわじ島） 

16 
和歌山県太地町 

令和元年 5月 15 日 太地町漁業協同組合 
太地水産共同組合 

17 
中野市農業協同組合（ＪＡ中野市） 

令和 4年 3月 11 日 
日本きのこマイスター協会 

* 生物産業学部 

 

 ４）企業との包括連携協定先 
No. 連携先 協定締結日 
1 ロイヤルホールディングス株式会社 平成 20 年 9月 27 日 
2 網走信用金庫* 平成 23 年 3月 3日 
3 株式会社アルビオン* 平成 25 年 4月 1日 
4 株式会社パソナ農援隊* 平成 25 年 9月 2日 
5 株式会社ノエビア* 平成 25 年 11 月 22 日 
6 株式会社北洋銀行* 平成 26 年 6月 30 日 
7 株式会社日本政策金融公庫北見支店* 平成 26 年 7月 29 日 
8 株式会社マイファーム* 平成 27 年 3月 9日 
9 三井物産株式会社 平成 27 年 7月 1日 
10 株式会社サカタのタネ 平成 27 年 7月 29 日 

11 
三菱地所株式会社 

平成 27 年 8月 3日 
一般社団法人大丸有環境共生型まちづくり推進協会 

12 木徳神糧株式会社 平成 27 年 10 月 16 日 
13 株式会社ウェザーニュース 平成 27 年 12 月 11 日 
14 株式会社 JTB 関東* 平成 27 年 12 月 15 日 
15 株式会社日本香堂 平成 27 年 12 月 21 日 

16 
北見信用金庫* 

平成 28 年 1月 8日 
遠軽信用金庫* 

17 日本食研ホールディングス株式会社 平成 28 年 1月 28 日 
18 株式会社日比谷アメニス 平成 28 年 3月 2日 
19 北海道新聞社* 平成 28 年 3月 8日 
20 釧路信用組合* 平成 28 年 3月 16 日 
21 エバラ食品工業株式会社 平成 28 年 4月 6日 
22 野村證券株式会社 平成 28 年 4月 13 日 
23 株式会社舞台ファーム* 平成 28 年 4月 22 日 
24 株式会社ミツハシ 平成 28 年 4月 25 日 
25 三菱 HC キャピタル株式会社 平成 28 年 6月 29 日 
26 ケンコーマヨネーズ株式会社 平成 28 年 8月 31 日 
27 株式会社ブルックスホールディングス 平成 28 年 9月 9日 
28 松谷化学工業株式会社 平成 28 年 10 月 17 日 
29 株式会社フリーデン 平成 28 年 11 月 21 日 
30 北海道銀行* 平成 28 年 11 月 25 日 
31 東洋ライス株式会社 平成 28 年 12 月 7 日 

 

 

No. 連携先 協定締結日 
32 ヤマザキビスケット株式会社 平成 29 年 1月 31 日 
33 株式会社三井住友銀行 平成 29 年 3月 27 日 
34 サッポロホールディングス株式会社 平成 29 年 7月 31 日 
35 キユーピー株式会社 平成 29 年 8月 2日 
36 株式会社メロスコスメティックス* 平成 29 年 10 月 9 日 
37 株式会社ファインケメティックス* 平成 29 年 10 月 9 日 
38 株式会社農業総合研究所 平成 30 年 3月 13 日 
39 株式会社カクイチ 平成 30 年 6月 26 日 
40 日本郵便株式会社 平成 30 年 10 月 12 日 
41 株式会社横浜銀行 平成 30 年 10 月 29 日 
42 富士通株式会社 平成 30 年 12 月 21 日 
43 株式会社日清製粉グループ本社 平成 31 年 1月 28 日 
44 株式会社久原本家グループ本社 平成 31 年 2月 13 日 

45 
株式会社新宿高野 

令和元年 8月 20 日 
株式会社タカノフルーツパーラー 

46 株式会社アルビオン 令和元年 10 月 30 日 
47 株式会社ウェルシャンバイオテクノロジー 令和元年 11 月 6日 

48 
株式会社パスコ 

令和元年 12 月 23 日 
東京情報大学 

49 株式会社フジマック 令和 2年 8月 1日 
50 雪印メグミルク株式会社 令和 2年 8月 18 日 
51 株式会社ディー・エヌ・エー 令和 2年 8月 31 日 
52 合同会社西友 令和 2年 10 月 29 日 
53 ワタミ株式会社 令和 3年 3月 12 日 
54 レオン自動機株式会社 令和 3年 3月 22 日 
55 Peach Aviation 株式会社 令和 3年 7月 30 日 
56 日本工営株式会社 令和 4年 2月 25 日 
57 株式会社日健総本社 令和 4年 2月 25 日 

58 
一般社団法人メディカルライス協会 

令和 5年 1月 27 日 
株式会社神明 

* 生物産業学部 

 

 ５）研究機関との包括連携協定先 
No. 連携先 協定締結日 
1 独立行政法人国際協力機構 平成 28 年 5月 13 日 

2 
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 
国立遺伝学研究所 

平成 28 年 8月 4日 

3 特定非営利活動法人環境修復保全機構 平成 29 年 7月 27 日 
4 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 平成 29 年 9月 6日 
5 独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE） 平成 31 年 1月 9日 

 

（２）東京情報大学 

 １）東京情報大学と自治体等の連携 
No. 連携先 協定締結日 
1 千葉県香取市 平成 24 年 11 月 26 日 
2 千葉県千葉市 平成 25 年 7月 25 日 
3 千葉県佐倉市 平成 27 年 1月 26 日 
4 千葉県四街道市 平成 27 年 7月 2日 

 

 ２）産学官連携 
No. 連携先 協定締結日 
1 株式会社日立システムズ 平成 29 年 7月 12 日 

2 
サイバーセキュリティ・パートナーシップ協定 

平成 28 年 7月 28 日 
（千葉県警察・中小企業支援機関・学術機関） 

3 
株式会社パスコ 

令和元年 12 月 23 日 
東京農業大学 
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 ３）産学官・地域包括連携協定先 
No. 連携先 協定締結日 

1 
独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構 
北海道農業研究センター* 

平成 16 年 4月 1日 

2 財団法人北海道科学技術総合振興センター* 平成 21 年 3月 30 日 
3 日本野菜ソムリエ協会札幌支部* 平成 24 年 1月 25 日 

4 
群馬県川場村 

平成 24 年 2月 24 日 
清水建設株式会社 

5 網走商工会議所* 平成 25 年 1月 29 日 

6 
沖縄県宮古島市 

平成 25 年 2月 15 日 東京急行電鉄株式会社 
宮古観光開発株式会社 

7 
福島県会津若松市 

平成 27 年 5月 29 日 
イオンリテール株式会社 

8 一般財団法人 前田一歩園財団* 平成 28 年 6月 2日 
9 公益財団法人 オホーツク地域振興機構* 平成 28 年 10 月 14 日 

10 
長野県伊那市 

平成 28 年 12 月 27 日 上伊那農業協同組合（JA 上伊那） 
上伊那森林組合（JF 上伊那） 

11 地方独立行政法人 北海道立総合研究機構* 平成 29 年 3月 6日 
12 一般社団法人 網走青年会議所* 平成 29 年 6月 4日 
13 一般社団法人 日本化粧品検定協会* 平成 29 年 10 月 9 日 

14 
東京都農業協同組合中央会（JA 東京中央会） 

平成 30 年 12 月 27 日 
日本ユニシス株式会社 

15 
兵庫県南あわじ市 

令和元年 5月 13 日 
あわじ島農業協同組合（JA あわじ島） 

16 
和歌山県太地町 

令和元年 5月 15 日 太地町漁業協同組合 
太地水産共同組合 

17 
中野市農業協同組合（ＪＡ中野市） 

令和 4年 3月 11 日 
日本きのこマイスター協会 

* 生物産業学部 

 

 ４）企業との包括連携協定先 
No. 連携先 協定締結日 
1 ロイヤルホールディングス株式会社 平成 20 年 9月 27 日 
2 網走信用金庫* 平成 23 年 3月 3日 
3 株式会社アルビオン* 平成 25 年 4月 1日 
4 株式会社パソナ農援隊* 平成 25 年 9月 2日 
5 株式会社ノエビア* 平成 25 年 11 月 22 日 
6 株式会社北洋銀行* 平成 26 年 6月 30 日 
7 株式会社日本政策金融公庫北見支店* 平成 26 年 7月 29 日 
8 株式会社マイファーム* 平成 27 年 3月 9日 
9 三井物産株式会社 平成 27 年 7月 1日 
10 株式会社サカタのタネ 平成 27 年 7月 29 日 

11 
三菱地所株式会社 

平成 27 年 8月 3日 
一般社団法人大丸有環境共生型まちづくり推進協会 

12 木徳神糧株式会社 平成 27 年 10 月 16 日 
13 株式会社ウェザーニュース 平成 27 年 12 月 11 日 
14 株式会社 JTB 関東* 平成 27 年 12 月 15 日 
15 株式会社日本香堂 平成 27 年 12 月 21 日 

16 
北見信用金庫* 

平成 28 年 1月 8日 
遠軽信用金庫* 

17 日本食研ホールディングス株式会社 平成 28 年 1月 28 日 
18 株式会社日比谷アメニス 平成 28 年 3月 2日 
19 北海道新聞社* 平成 28 年 3月 8日 
20 釧路信用組合* 平成 28 年 3月 16 日 
21 エバラ食品工業株式会社 平成 28 年 4月 6日 
22 野村證券株式会社 平成 28 年 4月 13 日 
23 株式会社舞台ファーム* 平成 28 年 4月 22 日 
24 株式会社ミツハシ 平成 28 年 4月 25 日 
25 三菱 HC キャピタル株式会社 平成 28 年 6月 29 日 
26 ケンコーマヨネーズ株式会社 平成 28 年 8月 31 日 
27 株式会社ブルックスホールディングス 平成 28 年 9月 9日 
28 松谷化学工業株式会社 平成 28 年 10 月 17 日 
29 株式会社フリーデン 平成 28 年 11 月 21 日 
30 北海道銀行* 平成 28 年 11 月 25 日 
31 東洋ライス株式会社 平成 28 年 12 月 7 日 

 

 

No. 連携先 協定締結日 
32 ヤマザキビスケット株式会社 平成 29 年 1月 31 日 
33 株式会社三井住友銀行 平成 29 年 3月 27 日 
34 サッポロホールディングス株式会社 平成 29 年 7月 31 日 
35 キユーピー株式会社 平成 29 年 8月 2日 
36 株式会社メロスコスメティックス* 平成 29 年 10 月 9 日 
37 株式会社ファインケメティックス* 平成 29 年 10 月 9 日 
38 株式会社農業総合研究所 平成 30 年 3月 13 日 
39 株式会社カクイチ 平成 30 年 6月 26 日 
40 日本郵便株式会社 平成 30 年 10 月 12 日 
41 株式会社横浜銀行 平成 30 年 10 月 29 日 
42 富士通株式会社 平成 30 年 12 月 21 日 
43 株式会社日清製粉グループ本社 平成 31 年 1月 28 日 
44 株式会社久原本家グループ本社 平成 31 年 2月 13 日 

45 
株式会社新宿高野 

令和元年 8月 20 日 
株式会社タカノフルーツパーラー 

46 株式会社アルビオン 令和元年 10 月 30 日 
47 株式会社ウェルシャンバイオテクノロジー 令和元年 11 月 6日 

48 
株式会社パスコ 

令和元年 12 月 23 日 
東京情報大学 

49 株式会社フジマック 令和 2年 8月 1日 
50 雪印メグミルク株式会社 令和 2年 8月 18 日 
51 株式会社ディー・エヌ・エー 令和 2年 8月 31 日 
52 合同会社西友 令和 2年 10 月 29 日 
53 ワタミ株式会社 令和 3年 3月 12 日 
54 レオン自動機株式会社 令和 3年 3月 22 日 
55 Peach Aviation 株式会社 令和 3年 7月 30 日 
56 日本工営株式会社 令和 4年 2月 25 日 
57 株式会社日健総本社 令和 4年 2月 25 日 

58 
一般社団法人メディカルライス協会 

令和 5年 1月 27 日 
株式会社神明 

* 生物産業学部 

 

 ５）研究機関との包括連携協定先 
No. 連携先 協定締結日 
1 独立行政法人国際協力機構 平成 28 年 5月 13 日 

2 
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 
国立遺伝学研究所 

平成 28 年 8月 4日 

3 特定非営利活動法人環境修復保全機構 平成 29 年 7月 27 日 
4 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 平成 29 年 9月 6日 
5 独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE） 平成 31 年 1月 9日 

 

（２）東京情報大学 

 １）東京情報大学と自治体等の連携 
No. 連携先 協定締結日 
1 千葉県香取市 平成 24 年 11 月 26 日 
2 千葉県千葉市 平成 25 年 7月 25 日 
3 千葉県佐倉市 平成 27 年 1月 26 日 
4 千葉県四街道市 平成 27 年 7月 2日 

 

 ２）産学官連携 
No. 連携先 協定締結日 
1 株式会社日立システムズ 平成 29 年 7月 12 日 

2 
サイバーセキュリティ・パートナーシップ協定 

平成 28 年 7月 28 日 
（千葉県警察・中小企業支援機関・学術機関） 

3 
株式会社パスコ 

令和元年 12 月 23 日 
東京農業大学 
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９．教育・研究機関  

 

（１）東京農業大学連携大学院協定（東京農業大学）  

 「連携大学院方式」は、１）従来の研究分野を超えた新たな学問領域による学際的学問分野の研究の推進、

２）研究領域の拡大及び多様化に対して、国公私立大学、独立行政法人及び民間の研究所等と連携協定を締

結し、双方の施設・設備や人的資源を活用することを目的に実施されている。  

 具体的には、連携先研究機関の研究者を本学の客員教員（客員教授・客員准教授）として迎え、研究指

導・論文指導や特別講義等などを行っており、研究活動の活性化と農学に関する学術および技術の発展に貢

献している。  

［協定先］ 
東京農業大学大学院 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構（平成 15 年度～） 
  国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター（平成 16 年度～） 
  公益財団法人 山階鳥類研究所（平成 17 年度～） 
  国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 国立健康・栄養研究所（平成 17 年度～） 
  国立研究開発法人 農業生物資源研究所（平成 19 年度～） 
  国立研究開発法人 国立成育医療研究センター（平成 19 年度～） 
  国立研究開発法人 国立がん研究センター（平成 30 年度～） 
  地方独立行政法人 東京都健康長寿医療センター（平成 30 年度～） 

〃農学研究科 一般財団法人 進化生物学研究所（平成 15 年度～） 

〃生物産業学研究科 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 北海道農業研究センター 
  (平成 16 年度～） 

 

（２）東京農業大学 
No. 連携先 協定締結日 

1 世田谷 6大学（国士舘大学、駒澤大学、昭和女子大学、成城大学、東京都市大学） 平成 13 年 12 月 10 日 

2 国立大学法人北見工業大学 平成 19 年 12 月 4 日 

3 厚木市及び市内 5大学*2（神奈川工科大学、松蔭大学、湘北短期大学、東京工芸大学） 平成 20 年 6月 30 日 

4 学校法人別府大学大分香りの博物館 *3 平成 23 年 9月 9日 

5 学校法人日本赤十字学園日本赤十字北海道看護大学 *3 平成 25 年 3月 6日 

6 高苑科技大学行程学院（台湾） *3 平成 25 年 9月 23 日 

7 日本農業経営大学校 *3 平成 26 年 9月 30 日 

8 農水産大学校(韓国) *3 平成 26 年 11 月 26 日 

9 国立大学法人佐賀大学 *3 平成 26 年 11 月 26 日 

10 農協大学校(韓国) *3 平成 26 年 11 月 26 日 

11 忠北大学校(韓国) *3 平成 27 年 1月 30 日 

12 拓殖大学北海道短期大学 *3 平成 27 年 3月 27 日 

13 上海日本人学校高等部 *3 平成 27 年 10 月 13 日 

14 大阪大学大学院工学研究科*1 平成 28 年 4月 1日 

15 
北海道大学大学院水産科学研究院・大学院水産科学院・水産学部及び北方生物圏フィールド
科学センター*3 

平成 28 年 6月 17 日 

16 公益財団法人農民教育協会 鯉淵学園農業栄養専門学校 平成 28 年 10 月 17 日 

17 学校法人昭和大学 平成 30 年 8月 2日 

18 厚木商工会議所及び市内 5 大学*2（神奈川工科大学、松蔭大学、湘北短期大学、東京工芸大学）平成 30 年 9月 28 日 

19 國學院大學 平成 31 年 2月 21 日 

20 青山学院大学 平成 31 年 2月 25 日 

21 国立大学法人香川大学 令和元年 10 月 16 日 

22 麻布大学 令和元年 11 月 21 日 

23 北海道文教大学 令和 2年 7月 30 日 

24 国立大学法人東京海洋大学 令和 3年 3月 5日 
*1 大学院生物産業学研究科  
*2 農学部 
*3 生物産業学部 

■網走支庁管内大学間単位互換に関する協定 

 東京農業大学生物産業学部は、オホーツク総合振興局管内の大学（北見工業大学、東京農業大学、日本赤

十字北海道看護大学）間で、相互の交流と協力を促進し、教育内容の充実を図ることを目的として、「網走

支庁管内大学間単位互換に関する協定書」を平成 15 年 1 月 30 日に締結した。 

９．教育・研究機関		

 

 この協定により受け入れる学生は、「特別聴講学生」として 1 年間の履修期間が用意されている。本学生

物産業学部の学生がオホーツク総合振興局管内の大学で取得した授業科目の単位については、卒業単位とし

ても認定することができる。 

※令和 4 年度 受入れなし 

 

（３）世田谷６大学コンソーシアム・世田谷プラットフォーム 

 平成 13 年 12 月、世田谷６大学コンソーシアムは、図書館の相互利用、他大学履修・単位互換、共同研究

その他の研究交流等による教育・研究における相互啓発と地域社会への貢献を目的として、国士舘大学、駒

澤大学、昭和女子大学、成城大学、東京農業大学、東京都市大学の間で締結された。 

 この枠組みにおける取り組みの一つとして、それぞれの大学の特色ある授業科目を他大学において開講し

ており、令和 4 年度は、本学において駒沢大学の石井清純教授による「世界に広がる日本の思想と文化」、

昭和女子大学の廣田拓准教授による「スペイン・ラテンアメリカ社会研究」を開講した。 

 また、同コンソーシアムは、発展的に平成 29 年に世田谷区、平成 30 年に区内産業界東京急行電鉄㈱、イ

ッツ・コミュニケーションズ㈱と包括協定を締結し、１）文化・芸術・教育、２）地域活性、３）産業、４）

国際化、５）大学等の連携を柱とする「世田谷プラットフォーム」として連携協力体制を構築している。 

 

（４）東京情報大学 

■千葉県内私立大学(短期大学を含む)および放送大学との間の単位互換制度 

 本学では、放送大学とは平成８年度から、千葉県内私立大学（短期大学を含む）とは平成９年度から、双

方で締結する単位互換に関する包括協定書に基づき、本学学生または他の各大学の学生が、当該大学で定め

る授業科目の履修を認め、修得した単位を所属大学で修得した単位として認定する「単位互換制度」を実施

している。履修を希望する学生は、当該大学において「特別聴講学生」となり、各大学のサポートを受けな

がら単位修得することになる。 

 

■単位互換に関する協定締結大学（令和 4年度） 

 放送大学、敬愛大学、和洋女子大学、麗澤大学、千葉商科大学、千葉工業大学、中央学院大学、淑徳大学、

帝京平成大学、神田外語大学、千葉経済大学、明海大学、秀明大学、国際武道大学、川村学園女子大学、江

戸川大学、聖徳大学、東京基督教大学、城西国際大学、東京成徳大学、二松学舎大学、清和大学、愛国学園

大学、開智国際大学、流通経済大学、三育学院大学、植草学園大学、千葉科学大学、国際医療福祉大学、千

葉明徳短期大学、千葉経済大学短期大学部、千葉敬愛短期大学、昭和学院短期大学、清和大学短期大学部、

聖徳大学短期大学部、東京経営短期大学、植草学園短期大学 

※令和４年度 学生の受入なし 

 

■ちば産学官連携プラットフォーム 

 本学では 2022(令和 4)年度から、「ちば産学官連携プラットフォーム」に加盟した。このプラットフォー

ムは、千葉市を中心としたエリアにおいて、高等教育機関相互の連携及び千葉市及び産業界との連携・協

働・共創を通じて教育研究の魅力を高め、地域社会の発展と課題解決に寄与することを目的にしている。

2022（令和 4）年度は、教育活動連携、学生募集連携、就職支援連携、生涯学習連携の事業部会に参画し、

プラットフォーム事業活動を推進した。 

108



 

 

９．教育・研究機関  

 

（１）東京農業大学連携大学院協定（東京農業大学）  

 「連携大学院方式」は、１）従来の研究分野を超えた新たな学問領域による学際的学問分野の研究の推進、

２）研究領域の拡大及び多様化に対して、国公私立大学、独立行政法人及び民間の研究所等と連携協定を締

結し、双方の施設・設備や人的資源を活用することを目的に実施されている。  

 具体的には、連携先研究機関の研究者を本学の客員教員（客員教授・客員准教授）として迎え、研究指

導・論文指導や特別講義等などを行っており、研究活動の活性化と農学に関する学術および技術の発展に貢

献している。  

［協定先］ 
東京農業大学大学院 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構（平成 15 年度～） 
  国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター（平成 16 年度～） 
  公益財団法人 山階鳥類研究所（平成 17 年度～） 
  国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 国立健康・栄養研究所（平成 17 年度～） 
  国立研究開発法人 農業生物資源研究所（平成 19 年度～） 
  国立研究開発法人 国立成育医療研究センター（平成 19 年度～） 
  国立研究開発法人 国立がん研究センター（平成 30 年度～） 
  地方独立行政法人 東京都健康長寿医療センター（平成 30 年度～） 

〃農学研究科 一般財団法人 進化生物学研究所（平成 15 年度～） 

〃生物産業学研究科 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 北海道農業研究センター 
  (平成 16 年度～） 

 

（２）東京農業大学 
No. 連携先 協定締結日 

1 世田谷 6大学（国士舘大学、駒澤大学、昭和女子大学、成城大学、東京都市大学） 平成 13 年 12 月 10 日 

2 国立大学法人北見工業大学 平成 19 年 12 月 4 日 

3 厚木市及び市内 5大学*2（神奈川工科大学、松蔭大学、湘北短期大学、東京工芸大学） 平成 20 年 6月 30 日 

4 学校法人別府大学大分香りの博物館 *3 平成 23 年 9月 9日 

5 学校法人日本赤十字学園日本赤十字北海道看護大学 *3 平成 25 年 3月 6日 

6 高苑科技大学行程学院（台湾） *3 平成 25 年 9月 23 日 

7 日本農業経営大学校 *3 平成 26 年 9月 30 日 

8 農水産大学校(韓国) *3 平成 26 年 11 月 26 日 

9 国立大学法人佐賀大学 *3 平成 26 年 11 月 26 日 

10 農協大学校(韓国) *3 平成 26 年 11 月 26 日 

11 忠北大学校(韓国) *3 平成 27 年 1月 30 日 

12 拓殖大学北海道短期大学 *3 平成 27 年 3月 27 日 

13 上海日本人学校高等部 *3 平成 27 年 10 月 13 日 

14 大阪大学大学院工学研究科*1 平成 28 年 4月 1日 

15 
北海道大学大学院水産科学研究院・大学院水産科学院・水産学部及び北方生物圏フィールド
科学センター*3 

平成 28 年 6月 17 日 

16 公益財団法人農民教育協会 鯉淵学園農業栄養専門学校 平成 28 年 10 月 17 日 

17 学校法人昭和大学 平成 30 年 8月 2日 

18 厚木商工会議所及び市内 5 大学*2（神奈川工科大学、松蔭大学、湘北短期大学、東京工芸大学）平成 30 年 9月 28 日 

19 國學院大學 平成 31 年 2月 21 日 

20 青山学院大学 平成 31 年 2月 25 日 

21 国立大学法人香川大学 令和元年 10 月 16 日 

22 麻布大学 令和元年 11 月 21 日 

23 北海道文教大学 令和 2年 7月 30 日 

24 国立大学法人東京海洋大学 令和 3年 3月 5日 
*1 大学院生物産業学研究科  
*2 農学部 
*3 生物産業学部 

■網走支庁管内大学間単位互換に関する協定 

 東京農業大学生物産業学部は、オホーツク総合振興局管内の大学（北見工業大学、東京農業大学、日本赤

十字北海道看護大学）間で、相互の交流と協力を促進し、教育内容の充実を図ることを目的として、「網走

支庁管内大学間単位互換に関する協定書」を平成 15 年 1 月 30 日に締結した。 

 

 この協定により受け入れる学生は、「特別聴講学生」として 1 年間の履修期間が用意されている。本学生

物産業学部の学生がオホーツク総合振興局管内の大学で取得した授業科目の単位については、卒業単位とし

ても認定することができる。 

※令和 4 年度 受入れなし 

 

（３）世田谷６大学コンソーシアム・世田谷プラットフォーム 

 平成 13 年 12 月、世田谷６大学コンソーシアムは、図書館の相互利用、他大学履修・単位互換、共同研究

その他の研究交流等による教育・研究における相互啓発と地域社会への貢献を目的として、国士舘大学、駒

澤大学、昭和女子大学、成城大学、東京農業大学、東京都市大学の間で締結された。 

 この枠組みにおける取り組みの一つとして、それぞれの大学の特色ある授業科目を他大学において開講し

ており、令和 4 年度は、本学において駒沢大学の石井清純教授による「世界に広がる日本の思想と文化」、

昭和女子大学の廣田拓准教授による「スペイン・ラテンアメリカ社会研究」を開講した。 

 また、同コンソーシアムは、発展的に平成 29 年に世田谷区、平成 30 年に区内産業界東京急行電鉄㈱、イ

ッツ・コミュニケーションズ㈱と包括協定を締結し、１）文化・芸術・教育、２）地域活性、３）産業、４）

国際化、５）大学等の連携を柱とする「世田谷プラットフォーム」として連携協力体制を構築している。 

 

（４）東京情報大学 

■千葉県内私立大学(短期大学を含む)および放送大学との間の単位互換制度 

 本学では、放送大学とは平成８年度から、千葉県内私立大学（短期大学を含む）とは平成９年度から、双

方で締結する単位互換に関する包括協定書に基づき、本学学生または他の各大学の学生が、当該大学で定め

る授業科目の履修を認め、修得した単位を所属大学で修得した単位として認定する「単位互換制度」を実施

している。履修を希望する学生は、当該大学において「特別聴講学生」となり、各大学のサポートを受けな

がら単位修得することになる。 

 

■単位互換に関する協定締結大学（令和 4年度） 

 放送大学、敬愛大学、和洋女子大学、麗澤大学、千葉商科大学、千葉工業大学、中央学院大学、淑徳大学、

帝京平成大学、神田外語大学、千葉経済大学、明海大学、秀明大学、国際武道大学、川村学園女子大学、江

戸川大学、聖徳大学、東京基督教大学、城西国際大学、東京成徳大学、二松学舎大学、清和大学、愛国学園

大学、開智国際大学、流通経済大学、三育学院大学、植草学園大学、千葉科学大学、国際医療福祉大学、千

葉明徳短期大学、千葉経済大学短期大学部、千葉敬愛短期大学、昭和学院短期大学、清和大学短期大学部、

聖徳大学短期大学部、東京経営短期大学、植草学園短期大学 

※令和４年度 学生の受入なし 

 

■ちば産学官連携プラットフォーム 

 本学では 2022(令和 4)年度から、「ちば産学官連携プラットフォーム」に加盟した。このプラットフォー

ムは、千葉市を中心としたエリアにおいて、高等教育機関相互の連携及び千葉市及び産業界との連携・協

働・共創を通じて教育研究の魅力を高め、地域社会の発展と課題解決に寄与することを目的にしている。

2022（令和 4）年度は、教育活動連携、学生募集連携、就職支援連携、生涯学習連携の事業部会に参画し、

プラットフォーム事業活動を推進した。 

109



 

 

10．高大連携 

 

（１）東京農業大学 
キャンパス名 No. 連携先 協定締結日 

北海道オホーツク

キャンパス 

1 北海道女満別高等学校 平成 20 年 3月 27 日 

2 北海道東藻琴高等学校 平成 20 年 9月 18 日 

3 北海道網走桂陽高等学校 平成 20 年 10 月 23 日 

4 北海道佐呂間高等学校 平成 20 年 11 月 26 日 

5 北海道常呂高等学校 平成 21 年 3月 11 日 

6 北海道清里高等学校 平成 22 年 1月 20 日 

7 北海道美幌高等学校 平成 24 年 7月 18 日 

8 北海道津別高等学校 平成 25 年 11 月 27 日 

9 北海道網走南ヶ丘高等学校 平成 21 年 3月 23 日 

10 北海道中標津農業高等学校 平成 20 年 12 月 3 日 

11 北海道別海高等学校 平成 21 年 12 月 12 日 

12 北海道標津高等学校 平成 20 年 7月 3日 

 

（２）東京情報大学 

 １）千葉県立千城台高等学校および千葉県立四街道北高等学校との高大連携教育 

近隣の千葉県立千城台高等学校及び千葉県立四街道北高等学校の生徒に対し、大学や学科の特色を高校生

に伝え、あわせて高等学校と大学教育に資することを目的として平成 14 年度から継続して実施している（四

街道北高等学校は平成 15 年度から）。平成 20 年度からは別途連携する千葉県立佐倉南高等学校も加わり、

平成 30 年度は「未来を拓く『情報』を学ぶ」をメインテーマに、３回の夏季集中授業をコンピュータからメ

ディア、ビジネスなど幅広いテーマによる実習を中心とする授業をおこなった。 

＜夏季集中体験授業＞ 

 ※令和 4年度は新型コロナウイルス感染拡大のため実施なし 

 

 ２）千葉県立佐倉南高等学校との高大連携教育 

平成 16 年度より東京情報大学と千葉県立佐倉南高校では、双方の教育及び研究活動の発展を図るとともに、

情報学に関する優秀な人材を育成することを目的に協定に基づく連携教育を実施している。主な内容は以下

の通り。 

①高大連携授業聴講 

高大連携教育プログラムに参加する。（前項を参照） 

②高校生による課題研究の発表会 

当該高校生（情報コース２年）による課題研究の発表内容に対して、本学の教員及び大学生がアドバイ

スをする。 

③出張講義 

④見学会 

※令和 4 年度は新型コロナウイルス感染拡大のため実施なし 

 

  

10．高大連携	

 

 ３）千葉県立柏の葉高等学校との高大連携教育 

東京情報大学と千葉県立柏の葉高等学校では、情報教育の分野において、相互に協力・連携し、双方の教

育及び研究活動の発展を図るとともに、情報学に関する優秀な人材を育成することを目的として高大連携教

育の協定書にもとづき連携教育を実施している。連携教育の主な内容は以下のとおり。 

①高等学校の教科「情報」教材の開発 

教科「情報」について、高校側が指導に苦慮する単元や内容の提示を基に、大学側から技術的なサポー

トをすることにより、最終的には高校授業の指導案、資料、教材を作成する。 

②出張講義 

③課外活動及び文化祭への支援 

情報大教員が高校のコンピュータ同好会への継続的な指導を行い、その成果を生徒が高校の文化祭で発

表する。 

④オープンキャンパス等への参加 

⑤教職課程履修者への支援 

※令和 4 年度は新型コロナウイルス感染拡大のため実施なし 

 

 ４）千葉県立船橋豊富高等学校との高大連携教育 

平成 19 年度より東京情報大学と千葉県立船橋豊富高等学校では、双方の教育及び研究活動の発展を図ると

ともに、情報学に関する優秀な人材を育成することを目的に協定に基づく連携教育を実施している。主な内

容は以下の通り。 

①出張講義 

②見学会・体験授業 

③教職履修者への支援 

教職希望学生・関係教員による高校授業の見学や教職希望学生による高校授業の補助等を行なう。 

 

 ５）千葉県立大網高等学校との高大連携教育 

平成 23 年度より東京情報大学と千葉県立大網高等学校では、双方の教育及び研究活動の発展を図るととも

に、情報学に関する優秀な人材を育成することを目的に協定に基づく連携教育を実施している。主な内容は

以下の通り。 

①双方の授業への学生、生徒及び教職員の聴講 

②双方の教員の相互派遣 

③同による情報教育に関する調査・研究の実施 

④教職を目指す学生に対する支援 

 ※令和 4年度は新型コロナウイルス感染拡大のため実施なし 
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10．高大連携 

 

（１）東京農業大学 
キャンパス名 No. 連携先 協定締結日 

北海道オホーツク

キャンパス 

1 北海道女満別高等学校 平成 20 年 3月 27 日 

2 北海道東藻琴高等学校 平成 20 年 9月 18 日 

3 北海道網走桂陽高等学校 平成 20 年 10 月 23 日 

4 北海道佐呂間高等学校 平成 20 年 11 月 26 日 

5 北海道常呂高等学校 平成 21 年 3月 11 日 

6 北海道清里高等学校 平成 22 年 1月 20 日 

7 北海道美幌高等学校 平成 24 年 7月 18 日 

8 北海道津別高等学校 平成 25 年 11 月 27 日 

9 北海道網走南ヶ丘高等学校 平成 21 年 3月 23 日 

10 北海道中標津農業高等学校 平成 20 年 12 月 3 日 

11 北海道別海高等学校 平成 21 年 12 月 12 日 

12 北海道標津高等学校 平成 20 年 7月 3日 

 

（２）東京情報大学 

 １）千葉県立千城台高等学校および千葉県立四街道北高等学校との高大連携教育 

近隣の千葉県立千城台高等学校及び千葉県立四街道北高等学校の生徒に対し、大学や学科の特色を高校生

に伝え、あわせて高等学校と大学教育に資することを目的として平成 14 年度から継続して実施している（四

街道北高等学校は平成 15 年度から）。平成 20 年度からは別途連携する千葉県立佐倉南高等学校も加わり、

平成 30 年度は「未来を拓く『情報』を学ぶ」をメインテーマに、３回の夏季集中授業をコンピュータからメ

ディア、ビジネスなど幅広いテーマによる実習を中心とする授業をおこなった。 

＜夏季集中体験授業＞ 

 ※令和 4年度は新型コロナウイルス感染拡大のため実施なし 

 

 ２）千葉県立佐倉南高等学校との高大連携教育 

平成 16 年度より東京情報大学と千葉県立佐倉南高校では、双方の教育及び研究活動の発展を図るとともに、

情報学に関する優秀な人材を育成することを目的に協定に基づく連携教育を実施している。主な内容は以下

の通り。 

①高大連携授業聴講 

高大連携教育プログラムに参加する。（前項を参照） 

②高校生による課題研究の発表会 

当該高校生（情報コース２年）による課題研究の発表内容に対して、本学の教員及び大学生がアドバイ

スをする。 

③出張講義 

④見学会 

※令和 4 年度は新型コロナウイルス感染拡大のため実施なし 

 

  

 

 ３）千葉県立柏の葉高等学校との高大連携教育 

東京情報大学と千葉県立柏の葉高等学校では、情報教育の分野において、相互に協力・連携し、双方の教

育及び研究活動の発展を図るとともに、情報学に関する優秀な人材を育成することを目的として高大連携教

育の協定書にもとづき連携教育を実施している。連携教育の主な内容は以下のとおり。 

①高等学校の教科「情報」教材の開発 

教科「情報」について、高校側が指導に苦慮する単元や内容の提示を基に、大学側から技術的なサポー

トをすることにより、最終的には高校授業の指導案、資料、教材を作成する。 

②出張講義 

③課外活動及び文化祭への支援 

情報大教員が高校のコンピュータ同好会への継続的な指導を行い、その成果を生徒が高校の文化祭で発

表する。 

④オープンキャンパス等への参加 

⑤教職課程履修者への支援 

※令和 4 年度は新型コロナウイルス感染拡大のため実施なし 

 

 ４）千葉県立船橋豊富高等学校との高大連携教育 

平成 19 年度より東京情報大学と千葉県立船橋豊富高等学校では、双方の教育及び研究活動の発展を図ると

ともに、情報学に関する優秀な人材を育成することを目的に協定に基づく連携教育を実施している。主な内

容は以下の通り。 

①出張講義 

②見学会・体験授業 

③教職履修者への支援 

教職希望学生・関係教員による高校授業の見学や教職希望学生による高校授業の補助等を行なう。 

 

 ５）千葉県立大網高等学校との高大連携教育 

平成 23 年度より東京情報大学と千葉県立大網高等学校では、双方の教育及び研究活動の発展を図るととも

に、情報学に関する優秀な人材を育成することを目的に協定に基づく連携教育を実施している。主な内容は

以下の通り。 

①双方の授業への学生、生徒及び教職員の聴講 

②双方の教員の相互派遣 

③同による情報教育に関する調査・研究の実施 

④教職を目指す学生に対する支援 

 ※令和 4年度は新型コロナウイルス感染拡大のため実施なし 
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 ６）千葉県立成田西陵高等学校との高大連携教育 

平成 23 年度より東京情報大学と千葉県立成田西陵高等学校では、双方の教育及び研究活動の発展を図ると

ともに、情報学に関する優秀な人材を育成することを目的に協定に基づく連携教育を実施している。主な内

容は以下の通り。 

①双方の授業への学生、生徒及び教職員の聴講 

②双方の教員の相互派遣 

③共同による情報教育に関する調査・研究の実施 

④教職を目指す学生に対する支援 

 ※令和 4年度は新型コロナウイルス感染拡大のため実施なし 

 

７）千葉県高等学校農業部会との高大連携 

平成 23 年度より東京情報大学と千葉県高等学校農業部会は、教育及び研究活動の交流と、千葉県における

優れた人材育成を目的として連携教育を実施している。 

 

 ８）千葉県立我孫子高等学校との高大連携教育 

平成 28 年度より東京情報大学と千葉県立我孫子高等学校では、在学する生徒の大学教育への理解の深化、

学ぶことへの意欲向上及び主体的な進路選択に資するとともに、双方の教育の一層の向上を図ることを目的

に協定に基づく連携教育を実施している。主な内容は以下の通り。 

①出張講義 

②インターンシップ 

③本学が開講する授業科目の聴講 

 

 

 

11．エクステンションワーク 

 

（１）東京農業大学 

 １）オープンカレッジ 前期 
開 催 日 講  座  名 / 講  師 開 催 場 所 

2022 年 

4/12(火)·4/26(火)·5/10(火) 

5/24(火)·6/14(火)·6/28(火)·

7/12(火)·7/26(火)·8/23(火)·

8/30(火)·9/13(火)·9/27(火) 

植物画講座 火曜クラス 

ボタニカルアーティスト 藤田規子 
世田谷代田 

4/13(水)·4/27(水)·5/11(水)·

5/25(水)·6/8(水) 6/22(水)·

7/13(水)·7/27(水)·9/14(水)·

9/28(水) 

植物画 水曜午前クラス 

グリーンアカデミー講師/ボタニカルアーティスト 佐々木啓子 
世田谷代田 

4/13(水)·4/27(水)·5/11(水)·

5/25(水)·6/8(水) 6/22(水)·

7/13(水)·7/27(水)·9/14(水)·

9/28(水) 

植物画 水曜午後クラス 

グリーンアカデミー講師 ボタニカルアーティスト 佐々木啓子 
世田谷代田 

4/21(木)·5/19(木)·6/16(木)· 

7/14(木) 

毎日の暮らしに活かす薬膳・中医学 木曜クラス 
世田谷代田 

国際中医師 国際中医薬膳師 江口美智 

4/23(土)·5/14(土)·5/21(土) 
香りの科学と美学 

世田谷代田 
東京農業大学 客員教授 藤森嶺ほか 

4/23(土) 
世田谷代田学 〜代田に学ぶ、環境、森林、文化〜 

世田谷代田 
森林総合科学科 教授 橘隆一 

4/23(土)·5/7(土)·5/21(土)·

5/28(土)·6/4(土)·6/11(土)·

6/18(土)·6/25(土)·7/2(土)·

7/9(土)·7/23(土)·7/30(土) 

小学生のためのフェンシング教室 ～誰でもできるフェンシング～ 
醸造科学科 准教授 数岡孝幸、東京農業大学 名誉教授 髙橋英一 

世田谷 

4/24(日) 
季節のフラワーデザイン講座 A クラス 〜生花で作る春の花束〜 

世田谷代田 
花の教室 ADEMAIN 主宰 平尾洋子 

5/7(土)·5/21(土)·5/28(土) 
樹木の形の意味 

世田谷 
地域創成科学科 教授 内田均ほか 

5/7(土) 
台湾の健康美食を知る（春夏編） 

世田谷代田 
漢方上級スタイリスト／台湾情報ライター 松浦優子 

5/9(月) 

テーブルガーデニング ～小さく楽しむ季節の寄せ植えづくり～ 

A クラス グリーンアカデミー 

東京農業大学グリーンアカデミー 副校長 大出英子  

5/10(火)·6/28(火) 
毎日の暮らしに活かす薬膳・中医学 火曜クラス 

世田谷代田 
国際中医師 国際中医薬膳師 江口美智  

5/14(土)·6/11(土)·7/9(土) 
おいしいコーヒーを科学する 

世田谷代田 
国際食農科学科 教授 古庄律、堀口珈琲研究所 堀口俊英 

5/16(月) 

スリランカ「シナモン」について詳しくなろう！ 

世田谷代田 東京農業大学 元非常勤講師 高橋和良、ハーブ＆スパイスコーディ

ネーター 諸橋美枝子 

5/18(水)·6/15(水)·7/20(水) 

·8/17(水)·9/21(水) 

自然に寄せて心を映す～俳句入門～ 
世田谷代田 

東京農業大学 名誉教授 中川純一、応用生物科学部 教授 寺本明子 

5/20(金)·5/27(金) 
能の香り 

世田谷代田 
東京農業大学 客員教授 藤森嶺ほか 

5/21(土) 
料理とワインのマリアージュ 

世田谷代田 
料理研究家 かわごえ直子 

5/21(土) 

生き物の色や形の意味を考えてみよう！ 

〜様々な生き物の観察ツアー〜 世田谷 

東京農業大学 教職課程 教授 武田晃治 

5/28(土) 
「食生活の科学！」 〜食品の化学と微生物〜 

世田谷 
東発酵醸造研究所 東和男 

6/4(土) 

「菌活の科学！」 

世田谷 東発酵醸造研究所 東和男、進化生物学研究所 東京農業大学 非常

勤講師 蝦名元 
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